
納付金算定の流れ イメージ ※令和６年度納付金による試算結果

(＋)保険給付費（一般分） １,２９５億円 (＋)保険給付費（一般分） １,２９５億円

 １,２９５億円  １,２９５億円

(－)前期高齢者交付金 ６３１億円 (－)前期高齢者交付金 ６３１億円

Ａ’
前期調整後保険

給付費
 　６６４億円 　６６４億円

(＋)審査支払手数料 ０円 (＋)審査支払手数料 ４億円

(＋)出産育児諸費 ０円 (＋)出産育児諸費 ６億円

(＋)葬祭諸費 ０円 (＋)葬祭諸費 ２億円

(－)療養給付費等負担金 １８３億円 (－)療養給付費等負担金 １８３億円

(－)国・普通調整交付金 ５２億円 (－)国・普通調整交付金 ５２億円

(－)都道府県繰入金(1号分) ４６億円 (－)都道府県繰入金(１号分) ４６億円

(－)高額医療費負担金 ３２億円 (－)高額医療費負担金 ３２億円

(－)特別高額医療費共同事業費負担金 １億円 (－)特別高額医療費共同事業費負担金 １億円

(－)保険者努力支援制度(都道府県分) ８億円 (－)保険者努力支援制度(都道府県分) ８億円

(－)出産育児交付金 ０円 (－)出産育児交付金 ０．０５億円

(－)出産育児一時金(法定繰入分) ０円 (－)出産育児一時金(法定繰入分) ４億円

Ｂ
保険料収納必要

総額
 　３５９億円 　 ３６７億円

(＋)高額医療費負担金(国分及び県分) ３２億円 (＋)高額医療費負担金(国分及び県分) ３２億円

(＋)特別高額医療費共同事業費負担金 １億円 (＋)特別高額医療費共同事業費負担金 １億円

Ｃ
県全体での納付金

算定基礎額
　 ３７９億円  　３８７億円

※内訳は主な項目のみ記載

（市町村毎に計算）

ｃ
各市町村の納付金

基礎額
 　３７９億円  　３８７億円

(＋)地方単独事業の波及増 １３億円 (＋)地方単独事業の波及増 １３億円

(＋)審査支払手数料 ４億円 (＋)審査支払手数料 ０円

(－)高額医療費負担金 ３２億円 (－)高額医療費負担金 ３２億円

(－)特別高額医療費共同事業費負担金 １億円 (－)特別高額医療費共同事業費負担金 １億円

(－)国・特別調整交付金(県向け・子ども分) ４億円 (－)国・特別調整交付金(県向け・子ども分) ４億円

(－)出産育児交付金 ０.０５億円 (－)出産育児交付金 ０円

ｄ 各市町村の納付金  　３６０億円  　３６３億円

(＋)出産育児諸費 ６億円 (＋)出産育児諸費 ０円

(＋)葬祭諸費 ２億円 (＋)葬祭諸費 ０円

(＋)保険事業 ４億円 (＋)保険事業 ４億円

(＋)特定健康診査等に要する費用 １４億円 (＋)特定健康診査等に要する費用 １４億円

(－)保険者支援制度(医療分) ２５億円 (－)保険者支援制度(医療分) ２５億円

(－)算定可能な特別調整交付金(医療費関係等) １億円 (－)算定可能な特別調整交付金(医療費関係等) １億円

(－)保険者努力支援制度 ９億円 (－)保険者努力支援制度 ９億円

(－)特定健康診査等負担金 ５億円 (－)特定健康診査等負担金 ５億円

(－)過年度の保険料収納見込み １０億円 (－)過年度の保険料収納見込み １０億円

(－)出産育児一時金(法定繰入分) ４億円 (－)出産育児一時金(法定繰入分) ０円

(－)減額措置対策補助金 ６億円 (－)減額措置対策補助金 ６億円

(－)法定外繰入 ５億円 (－)法定外繰入 ５億円

ｅ
標準保険料率算定に
必要な保険料総額

 　３０９億円  　３０９億円

※内訳は主な項目のみ記載

※(＋)(－)の各項目は主なもののみを記載しているため、表中の項目を足し引きしても各小計額とは一致しません。
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位

現　　状 ５項目統一後

県
 

単
 

位

「年齢調整後の医療費指数」「医療費指数反映係数(α)＝0.833(R6)」「県所得係数(β)＝1.0648381327786」「市町村毎の所
得(応益)シェア」「市町村毎の人数(応能)シェア」「調整係数(γ)＝1.0094148429977」の値を駆使して県全体の納付金算定基
礎額(Ｃ)から市町村の納付金基礎額(ｃ)を計算

Ａ
県全体での保険料
給付費（一般分）

市町村毎に計算

資料１－３

↗ 統合により約８億円を県単位に移行してから市町村毎に計算↘


